
電波産業調査統計

１　国内産業規模の推移

 1.1　構　　成

1.1.1 情報通信産業及び電波産業の範囲
電波産業調査統計は、統計データを使用して電波産業の動向を示すものであり、統計データが

入手できるという条件の中で産業の範囲を把握する必要がある。
このため、本別冊では、情報通信産業及び電波産業の構成を図1-1-1のように位置付ける。
網掛けした項目は、電波産業の対象であることを表す。

図　1-1-1　情報通信産業及び電波産業の構成
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 1.1　構　　成

1.1.2　電気通信事業の構成
 （１）2004年度(平成16年度）以降

図　1-1-2　電気通信事業法による事業者の分類

図　1-1-3　電気通信事業の分類

（２）2003年度まで

図　1-1-4　2003度までの電気通信事業の分類
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 1.1　構　　成

1.1.3　放送事業の構成

図　1-1-5　放送事業の構成
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図　1-1-6　ソフト制作業の構成

 放送番組制作業の数値をコンテンツ制作業の数値として扱う。

1.1.5　情報通信・放送機器製造業の構成

図　1-1-7　情報通信・放送機器製造業の構成

 1.1　構　　成

1.1.4　ソフト制作業の構成

　　事業者数、従業者数においては、テレビ・ラジオ広告業の統計値が入手できないため
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